
情報ネットワーク進展の半世紀
３８年間のネットワーク研究と社会展開

齊藤忠夫

１．３８年間の研究

２．情報通信サービス

３．情報化社会に向けての大学



１９世紀 エレクトロニクス以前の通信

２０世紀 エレクトロニクスによる通信

前半 通信がエレクトロニクスを先導

後半 コンピュータがエレクトロニクスを先導

コンピュータ技術を利用した通信技術の進展

情報ネットワーク技術

通信
エレクトロ
ニクス

コンピュータ

ソフトウェア



１９０４ ２極真空管 フレミング（英）

１９０６ ３極真空管 ドフォレ（米）

１９１４ 大陸横断電話

１９２０ ラジオ放送

１９４６ ＥＮＩＡＣ

１９４８ トランジスタ

１９５９ ＩＣ

１９６５ 電子交換

１９６９ ＡＲＰＡｎｅｔ

１９７２ マイクロプロセッサ

１９７５ デジタル交換機

１９８９ ３２ビットマイクロプロセッサ

２０世紀のエレクトロニクスの歴史



１． ３８年間の研究

２． 情報通信サービス

３． 情報化社会に向けての大学



３８年間の研究

デジタル交換方式

Ｔ－Ｓ－Ｔスイッチファブリック

制御処理量の評価

可変速ＴＤＭ交換

通信同期方式

相互同期

マルチメディア同期

大容量パケット交換

並列プロセッサ

フレームリレー

多段パケット交換

回線割当制御方式

衛星回線制御

リング回線制御

無線回線制御



プロトコル工学

プロトコル検証

プロトコル性能評価

プロトコルシミュレータ

ハブ型ローカルエリアネットワーク

ヘッダ駆動ストレッジレス

マルチスターＬＡＮ

分散処理・コンピュータネットワーク

大学間ネットワーク（Ｎ１）

オンラインライブラリ

データフローマシン

ネットワークＯＳ

分散共有メモリ



デジタル交換方式の世界の進展

１９５９ ＥＳＳＥＸ（Ｂｅｌｌ Ｌａｂ）Ｓ-ｏｎｌｙスイッチ

１９６３ ＣＡＭＰＵＳ（東大） Ｔ-ｏｎｌｙスイッチ

１９６５ Ｎｏ．１ＥＳＳ（Ｂｅｌｌ Ｌａｂ）空間分割方式

１９７５ Ｎｏ．４ＥＳＳ（Ｂｅｌｌ Ｌａｂ）Ｔ－Ｓ－Ｔ ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｌｙ

ｎｏｎ ｂｌｏｃｋｉｎｇ ｓｗｉｔｃｈ

ＴＤＭ交換要素

時分割空間スイッチ（Ｓスイッチ）

時分割時間スイッチ（Ｔスイッチ）パルスシフタ



Ｔ－Ｓ－Ｔ時分割スイッチファブリック
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１

Ｃｌｏｓスイッチ ｍ＞２ｎ－１

Ｔ－Ｓ－Ｔ Ｓａｉｔｏ スイッチ ｎ＝ｔ，ｍ＝２ｔ

ｎ×ｍ

k × k
ｋ

ｍ

１

１

ｋ



Ｎｏ．４ ＥＳＳスイッチ

Ｔスイッチ Ｓスイッチ Ｔスイッチ

１２０×１２８ ８×８ １６×１６ １６×１６ ８×８ １２８×１２０

１２０多重 １０２４本



ＶＴＤＭ（可変速度時分割）switch

Output Port

Frame Generator
Input Port
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AF

Crosspoint buffer

Contents analyzer

Timeslot scheduler

AF:address filter



Input TDM frame

Output TDM frame

Buffer (a)

Buffer (b)

ＶＴＤＭ交換のクロスポイント



ネットワーク同期

８ｋｆ／ｓの同期

１．５４４Ｍｂ／ｓの同期

強制同期

相互同期

独立同期

多入力位相制御発振器



現在は

国内：強制同期方式

国際：独立同期方式

安定度 １０－１２

１．５Ｍｂ／ｓだと８日で１ビットのずれ

１９２ビットのバッファ ５年で１フレームが失われる

光ファイバの誤り率に対応するシステムエラー

ネットワーク同期方式ネットワーク同期方式



パケット交換の大容量化

１９７５年頃 ５００ｋｂ／ｓ

１９８０年 ＤＤＸパケット交換サービス

１９８０年頃 １０Ｍｂ／ｓのスループットを目指す

マルチマイクロプロセッサ

１９８２年頃

レベル２ アドレス、エンドーエンド誤り回復

→ フレームリレー

１９９６年頃

多段可変長フレーム大容量パケットスイッチ



大容量パケット交換



並列型：固定長パケットによるモジュール間接続

数十Ｇｂ／ｓ程度が最大容量

超大容量化

１０Ｔｂ／ｓのクラスは多段化

大容量パケットスイッチの現状



Ring Banyan網

Banyan
Network

Banyan
Network

Banyan
Network

Banyan
Network

Input



入力ポート分散接続
Ring shuffle パターンスイッチ

•• 8x8 8x8 スイッチの例スイッチの例

Output Port 
Module

7

(1) (2) (3) (4) (5)
(8)(7)(6)

6
5
4
3
2
1

Input Port 
Module

8



プロトコル検証

タ
イ
マ

プロトコル機械

上位層

ＩＵＴプロトコルテスタ

外部

上位レベル

状態遷移図から１万フレーム程度のテストシーケンス

ＩＵＴ

ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ
ｕｎｄｅｒ ｔｅｓｔ



プロトコル記述法
状態遷移図

時相論理

Ｆｏｒｍａｌ Ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ

現在 １９８５～１９９５

手作業によるテスト系列の生成

コンフォーマンステスト

ＪＴＣ１

ＳＧＦＳ（Ｓｐｅｃｉａｌ Ｇｒｏｕｐ Ｆｕｎｃｔｉｎａｌ Ｓｔａｎｄａｒ
ｄ）

ＲＷＳＣＣ／ＡＯＷ

郵政省 ＴＴＣ １９８７～

ＨＡＴＳ推進会議



標準化標準化

詳細標準詳細標準

テストの標準化テストの標準化

実装実装

コンフォーマンス
テスト

コンフォーマンス
テスト

相互接続試験相互接続試験

標準化標準化

詳細標準詳細標準

実装実装

相互接続試験相互接続試験

実装実装

標準化標準化

相互接続試験相互接続試験

ISO型 ＨＡＴＳ型 インタネット型

プロトコル検証方式のバリエーション



プロトコル性能評価



誤り制御

蓄積
方式

物理リンクごと

ネットワーク内
リンク

加入者リンク

エンド・エンド

ＦＳＦ

全ノード
Ｘ２５

ＳＳＦ

ネットワーク
内

ＮＡ
Ｘ２５

コンパチブル

ＳＳＦ

全ノード
ＮＡ

端末端末 スイッチ スイッチ スイッチ スイッチ

ネットワーク内

フレームリレー

パケット交換制御方式のバリエーション



ｈｅａｄｅｒ
駆動

プリセット

○

○

ＨＤＳＬ

○

蓄積 非蓄積

ＤＴＰ





コンピュータネットワークからインタネットへ

１９６９ ＡＲＰＡ ｎｅｔｗｏｒｋ

１９７２ リモートターミナルの開発

１９７３ リモートターミナルサービス

１９７４ Ｎ１ネットワークの研究開始

１９７６ Ｎ１ネットワーク試験

１９８０ ＤＤＸパケット交換サービス開始

１９８１ Ｎ１ネットワークサービス

１９８１ ＴＣＰ／ＩＰ

１９８５ 公衆電気通信法廃止

１９８６ ＮＳＦバックボーン

１９８８ ＷＩＤＥの研究

１９９２ ＳＩＮＥＴ運用開始

１９９２～１９９８ ＴＲＡＩＮの運用

１９９９ ギガビットネットワークの研究



社会とのインタフェースの強い研究分野

道路交通管制

平面街路 １９６０年代

首都高速道路 １９７０年代

ＩＴＳ／ＡＨＳ １９９０年代

ＥＤＩ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｄａｔａ Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ）

標準化への寄与

産業界の情報化へのアドバイス

ＭＩＳの時代

ＳＩＳの時代

オープンシステムの時代



１． ３８年間の研究

２． 情報通信サービス

３． 情報化社会に向けての大学



国の通信法制の変化

１９７２年まで :  すべての端末（コンピュータを含む）の

電電公社による独占

１９７８ ： 電話積滞解消

１９７２～１９８３:  企業内に閉じたシステムの専用線接続

特定組合せの企業間接続

メッセージ交換の禁止（行って帰る）

１９８３～１９８５:  中小企業ＶＡＮの許可

１９８５ : 公衆電気通信事業法の廃止

通信における競争導入

１９９７ :   ＮＴＴ再編

非対称規制



ネットワーク技術の変化

１８７６～１９００ 初期の技術

１９００～１９２５ 長距離伝送の実現

１９２５～１９７５ 低コスト化と普及

１９７５～２０００ 競争とサービス多様化



エレクトロニクスのコストパフォーマンスの改善

（３０年） （１５年）

コンピュータ １０４ （静止画） １０７ （動画）

放送 １０３ （ＴＶ） １０５ （ＨＤＴＶ）

パッケージ １０３ （ＴＶ） １０５ （ＨＤＴＶ）

通信 １０ （ディジタル化） １０３ （スーパハイウェイ）

（現在） （将来）



end switch Logical link      physical link

1X 100kb/s         1Gb/s 10Mb/s            1Gb/s

10X 1Mb/s       10Gb/s 100Mb/s          10Gb/s

100X 10Mb/s      100Gb/s              1Gb/s        100Gb/s

1000X 100Mb/s          1Tb/s 10Gb/s             1Tb/s

10000X 1Gb/s         10Tb/s          100Gb/s           10Tb/s

2000

2005

2010

2015

有線システムの発展



ＪＧＮ： Ｊａｐａｎ Ｇｉｇａｂｉｔ Ｎｅｔｗｏｒｋ
札幌

仙台

大手町

長野金沢

名古屋

淡路

岡山天神

高松

北海道大学

北海道
テレコムセンター

岩手県立大学

東北大学

会津大学

仙台市情報
産業プラザネットＵ

東京大学

山梨県シームレス通信
技術実験施設

（株）横須賀
テレコムリサーチパーク

早稲田大学

電気通信大学

学術情報センター

幕張ギガビット
リサーチセンター

大手町

つくば情報通信
研究開発支援センター

ソフトピア
ジャパンセンター

静岡県立大学

三重県立
看護大学

名古屋大学

ＮＯＣ

松本ソフト
開発センター

長野市フル
ネットセンター

新潟大学

京都大学

大阪大学

奈良先端科学
技術大学院大学

淡路

けいはんな情報通信
研究開発支援センター

石川ハイテク
交流センター（株）富山県

総合情報センター

島根県庁

広島大学

テレポート
岡山ビル

北九州情報通信
研究開発支援センター

天神

沖縄情報通信
研究開発支援センター

NetComさが

推進協議会

九州大学

高知トラフィック
リサーチセンター

徳島大学

ネクスト香川

６００Ｍ １５０Ｍ ５０Ｍ



データ通信会議（１９７８．９）

回線利用制度の見直し

コスト主義による回線料金

情報通信業成立の基盤整備



１９８５年 電気通信事業法

第１種業、第２種業の区別

第１種業に対する参入許可、需給調整

規制の対称性

相互接続は個別の交渉による



＊情報通信技術の進展を以下に早く利用者が早くつかえ

るようにするか

＊サービスの高度化、多様化、低廉化

＊技術の成功は市場による

＊先が予測できない技術の進展

＊競争政策の重要性

＊公正競争条件の整備

＊ネットワークの安定性

＊サービスの公平性

＊ユニバーサルサービス性

情報ネットワーク政策の目標



地域情報化 １９８２～１９８７

光ファイバ化計画 １９９４～２００１

ＰＨＳサービスの実用化 １９９３～１９９５

携帯電話番号の１０桁化 １９９４～１９９９

相互接続のルール化 １９９６～２００１

ＡＤＳＬの環境整備 １９９６～２０００

フラットレート料金 １９９９

優先接続 １９８７～２００１

推進に当った主たる事項



１９９７年 電気通信事業法
ＮＴＴ法

特殊会社と普通会社への分離

特殊会社に対する保護と非対称規制

特殊会社の経営効率評価のベンチマーキング

ユニバーサルサービス責務

研究開発責務

指定通信事業者としての規制



１９９６．１２ 携帯電話料金の自由化

１９９７ 電気通信事業法

NTT国際進出、KDD国内進出

外資規制撤廃、需給調整規制撤廃

１９９８ 接続ルール

指定通信事業者、アンバンドリング

基本機能、 相互接続会計

KDD法廃止

長距離・国際料金自由化

最近のネットワーク法制と事業の変化



１９９９ 携帯番号 １０桁化
ｉモード

２種業の子会社としての１種業
ISDN

常時接続 （８０００円→４５００円）
ｉアイプラン （６０％引き）
ＤＳＬ試行サービス

２０００ 相互接続料金のLRIC（２０００．４）

市内料金上限価格規制（２０００．１０）

２種業による１種業兼営（２０００．９）

無線ＬＡＮ技術によるアクセス（静鉄、ＮＴＴＭＥ）

家庭用光ファイバアクセス（ユーズコミュニケーションズ）

コロケーションにおける自営工事

ＤＳＬの本格サービス

光ファイバアンバンドル（２０００．１２）

２００１ 番号ポータビリティ
IMT２０００サービス

事前登録制 （優先接続）



電話番号秩序

番号研究会 （１９８７～

事業者指定 プレフィックス 国番号 市外局番 市内局番 加入者番号

事業者指定番号の整備 ００ＸＹ（１９８８）

番号ポータビリティ （１９９３～１９９８）

携帯番号０３０／０４０の一体化 （１９９３）

携帯番号の１０桁化 （１９９５）

優先接続と新国際プレフィックス（０１０）（１９９８）



１． ３８年間の研究

２． 情報通信サービス

３． 情報化社会に向けての大学



農業社会

工業社会 １８００～１９７０

情報社会 ２０００～２１００

富の源泉

生産手段

生産、流通、金融、行政

生活

教育



価値観
文 化

各分野の
アプリケーション

情報流通の
ためのシステム

共通の
通信基盤

情報通信
ネットワーク

端末、情報源

応用データベース
アプリケーション

教育、医療

ライフスタイル
ワークスタイル

社会意識
文化思想

諸サービスの
ための制度

情報伝達のルール
セキュリティ
知的財産権

情報通信
ネットワーク制度

第４層

第３層

第２層

第１層

（ａ）４層構造 （ｂ）インプリメーション （ｃ）制度的側面

情報通信基盤の４層構造



情報の時代

ＩＴ技術によってひとりひとりの生活が変化する

利用される技術、コンテント、サービスは時代と共に変
化する

長期的には社会と生活が改善される

これからの社会の発展はＩＴ技術の活用以外にはない



情報社会の進展に向けての協力

官庁情報ネットワーク（１９９４～２０００）

霞ヶ関ＷＡＮ

行政機関ＬＡＮ

公共建築におけるネットワーク

情報サービス／ネットワークの安全性

安全性規準（１９８２～１９８３）

安全性認定（１９８８～１９９９）



東京大学の情報システム

１９７７．９～１９８１．１１ 教育用計算機センター主任

バッチ処理→ＴＳＳ→ＰＣ分散

教育用計算機センターの新営

１９９０．４～１９９４．３ 教育用計算機センター長

ＵＴｎｅｔの立上げ

一般情報処理教育の設備

１９９５．４～１９９９．３ 大型計算機センター長

スーパコンピュータの充実 ０．３ＴＦＬＯＰＳ、１ＴＦＬＯＰＳ

ＵＴｎｅｔ２

１９９９．４～２００１．３ 情報基盤センター長

情報サービスの一般化、スーパコンピュータ ２ＴＦＬＯＰＳ

ＵＴｎｅｔ３



大学におけるＩＴ技術

あらゆる分野の教育に対するＩＴの活用

リテラシー教育 → 専門教育

教育の情報化

教材、教育方法

大学における情報の収集と発信

図書館サービスのあり方

巨大計算科学の高度化

ＩＴ技術そのものの基礎の充実
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